
第５次聖籠町総合計画 後期基本計画 変更項目一覧 部会名 第3部会（行財政）

将来像 施策の大綱 施策の方向 項目 見直しを行った内容 見直しの背景・理由 頁 担当課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

関連するSDGs 11,17を追加。
1

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【現状と課題】 (情報公開の推
進）

文言追加「の中から、対象者に合わせた適
切な伝達手段を選定・活用していく」

若年層にSNSが一般化する一方、高齢者
などは既存の情報提供（防災行政無線・手
紙等）の方が伝わりやすい場合もあり、そ
の効果を考えて伝達手段を考える段階と
判断としたため。

1

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

【現状と課題】 （多様な主体と
連携・協働）

文言置換「各種学校・企業・金融・メデイア」
→「産・官・学・金・労・言」

「多様な主体」の例示範囲をより広くした
もの。 1

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

【現状と課題】 （地域活動の推
進・活動環境の
整備）

文言置換「基盤が弱体化する傾向にありま
す」　→「基盤が弱体化しています」

地域コミュニティー基盤の弱体化がより進
行し、決定的なものとなっているため、表
現を現状に即したものとするもの。

1
総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

【基本方針】＜施
策目標＞

ＳＮＳ等での情報
発信件数

現況値と目標値を更新するとともに、指標
「ＳＮＳ等での情報発信件数」を「町公式ＳＮ
Ｓアカウントのフォロワー数」に変更。

指標変更については、アウトカムとなるも
のに置き換えを行ったもの。 2

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【基本方針】＜施
策目標＞

町民説明会など
広聴会の参加割
合

指標「町民説明会など広聴会の参加割合」
の指標を「参加者数」から「参加者数／開
催集落世帯数」に変更。

参加者数は、小規模集落対象の説明会を
した場合には、関心が高くとも少なくなる
ため、参加者割合が測れるものに変更す
るもの。

2

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【基本方針】＜施
策目標＞

地域づくり活動
団体数

地域づくり活動団体数の現況値（2024）
と目標値を以下のとおり修正。
現況値　⇒　118団体
目標値　⇒　128団体

実績・見込みを踏まえ修正。

2

総合政策課
ふるさと整備課

保健福祉課
社会教育課

図書館
産業観光課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【施策の方向】 ⑴町民と行政の
パートナーシッ
プの確立

まちづくりの協働を推進する方策を、「ま
ちづくり人材育成事業」から「まちづくり
懇談会事業」に修正。

まちづくり人材育成事業として実施して
いた「まちづくり創生大学」は、参加者確
保が困難などの理由により現在実施して
いないことから、既存事業の「まちづくり
懇談会（※）」に置き換えることとしたも
の。
※町長、副町長、教育長等が集落公会堂を
訪問し、まちづくりに関する意見交換を行
う事業

2

総務課
総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【施策の方向】 ⑵ 情報公開の
推進

文言変更「ＳＮＳやメディアを活用するなど
効率的効果的手段を用いて、」→「想定す
る対象者に応じて町ホームページやＳＮＳ
等の各種媒体を適時適切に活用し、効果
的かつ効率的な」

前述のとおり、多様な情報伝達手段につ
いて環境整備がほぼできたことから、ただ
使うだけでなく段階ではなく、うまく使う
ことが求められる段階と判断されるため。

2

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【施策の方向】 ⑷地域活動の推
進・活動環境の
整備

コミュニティ活動を促進するための地域の
主体的な活動の支援について、「支援策を
検討」に修正。

地域活動の支援施策である「地域振興支
援事業補助金」は、近年は実績が極めて少
なく、行政改革による見直し方針として、
新たなコミュニティ振興事業を検討するこ
ととしており、集落のニーズ調査を含め、
これから支援策を検討する状況であるた
め。

3

総務課

第3部会
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第５次聖籠町総合計画 後期基本計画 変更項目一覧 部会名 第3部会（行財政）

将来像 施策の大綱 施策の方向 項目 見直しを行った内容 見直しの背景・理由 頁 担当課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【主要事業】 まちづくり人材
育成事業

「まちづくり人材育成事業」を「まちづくり
懇談会事業」に修正。

まちづくり人材育成事業として実施して
いた「まちづくり創生大学」は、参加者確
保が困難などの理由により現在実施して
いないことから、既存事業の「まちづくり
懇談会（※）」に置き換えることとしたも
の。
※町長、副町長、教育長等が集落公会堂を
訪問し、まちづくりに関する意見交換を行
う事業

3

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

【主要事業】 情報公開の推進 文言置換「町民が自由に閲覧できる環境
をつくります」→「積極的な公開・情報提供
に努め、行政の可視化を図ります。」

単に環境を作るだけでない、より強い姿
勢を表現したもの。 3

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【主要事業】 広報広聴活動の
充実事業

文言置換「既存の広報媒体の他にもを活
用した広報活動を推進します。」→「広報紙
やホームページのほか、ＳＮＳやメディアな
どの多様な情報伝達手段を活用した伝わ
りやすい広報活動を推進します。」

「伝わりやすい情報媒体」の部分を実情に
合わせて具体化。

3

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

１　町民参画と協
働

【主要事業】 地域振興支援事
業

地域振興支援事業を削除。 地域活動の支援施策である「地域振興支
援事業補助金」は、近年は実績が極めて少
なく、行政改革による見直し方針として、
新たなコミュニティ振興事業を検討するこ
ととしており、集落のニーズ調査を含め、
これから支援策を検討する状況であるた
め。

3

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

１　町民参画と協
働

【主要事業】 地域活動拠点整
備事業

事業名の変更「公会堂整備事業」→「地域
活動拠点整備事業」

補助金の性質に即した呼称に変更。
3

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２　人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

関連するSDGs 5,10,16を追加
4

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２　人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【現状と課題】 （人権に関する
意識）

日付、数値を修正 実績を踏まえ修正
4

町民課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域
づくり

２　人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の
実現

【基本方針】＜施
策目標＞

人権意識の向上 人権意識の向上の算出方法と現状値、目
標値を下記のとおり修正。
算出方法　　度合い　⇒　割合
現状値　⇒　57.6％（2022）
目標値　⇒　70％

実績を踏まえ修正

5

町民課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【基本方針】＜施
策目標＞

県制度（ニーフ
ル）認定企業数

県制度の名称等の変更 県制度の移行に伴い標記を変更するとと
もに、前制度での登録が引き継がれない
ことから目標値を再設定。

5
総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【基本方針】＜施
策目標＞

各種委員会への
女性委員の登用
率

現況値を最新値に置換 時点更新
5

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【施策の方向】 ⑵ 男女共同参
画社会の実現

県制度の名称等の変更 県制度の移行に伴い、文言を修正。
5

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【施策の方向】 ⑶ 外国籍住民
との共生への取
組

委員指摘により内容を具体化し、その目的
を明記。

外国籍住民への施策が具体化しつつある
ため、反映したもの。 5

総務課

第3部会
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第５次聖籠町総合計画 後期基本計画 変更項目一覧 部会名 第3部会（行財政）

将来像 施策の大綱 施策の方向 項目 見直しを行った内容 見直しの背景・理由 頁 担当課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【主要事業】 男女共同参画意
識啓発事業の実
施

事業の説明の内容について、県の新制度
に標記を修正するとともに、具体的な実施
内容に置き換え。

具体的な事業内容を記載したもの。
6

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅰ多様な人々が
つながり誰もが
活躍できる地域

２ 人権が尊重さ
れ誰もが活躍で
きる地域社会の

【主要事業】 ⑶ 外国籍住民
との共生への取
組

事業の説明の内容について、具体的な実
施内容に置き換え。

「相互理解」という事業の目的を明確化し
たもの。 6

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【現状と課題】 （将来を見据え
た公共施設の最
適化）

文言置換「は指定管理者制度などを導入
し、」→「民間活力の導入などによる」

施設管理の手法は多様化していることか
ら、幅広な文言に置換。 7

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【現状と課題】 （健全な財政運
営の推進）

財政需要増大の要因に「物価高騰の影響」
を追記。
この他、「自然災害やウイルス禍など」への
対応も追記。

今後の財政運営にあたって、物価高騰の
影響や近年頻発する豪雨、落雷、突風、地
震等の自然災害やウイルス禍への対応を
踏まえた対応が求められるため。

7

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【現状と課題】 （技術革新に対
応した行政のデ
ジタル化）

「業務効率化の推進を図るフロントヤード
改革に利用可能な」という文言を追加。

マイナンバーカードについては、単に普及
させる段階から「どう使うか」を考える時
期になっており、その一つの方法である
「フロントヤード改革」を具体的に例示する
もの。

7

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【現状と課題】 （職員の人材育
成と組織の強
化）

「職員の資質向上」を追記。 個人の資質向上と組織体制強化を両輪と
位置付けるため。 8

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【基本方針】＜施
策目標＞

経常収支比率 経常収支比率の現況値（2024）と目標値
を以下のとおり修正。
現況値　⇒　87.0％
目標値　⇒　89.4％

実績・見込みを踏まえ修正。

8

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【基本方針】＜施
策目標＞

実質公債費比率 実質公債費比率の現況値（2024）と目標
値を以下のとおり修正。
現況値　⇒　10.5％
目標値　⇒　12.4％以下

実績・見込みを踏まえ修正。

8

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【基本方針】＜施
策目標＞

マイナンバー
カード保有率

指標名、指標の説明、算出方法、現状値、
目標値を下記のとおり修正。
指標名「マイナンバーカード普及率」⇒「マ
イナンバーカード保有率」
指標の説明「やオンライン化に向けての進
捗状況」⇒「に利活用可能なマイナンバー
カードの保有状況」
算出方法　「取得者」　⇒　「保有枚数」
現状値　⇒　81.1％（2024）
目標値　⇒　90.0％

総務省で示されている表現に修正
実績を踏まえ修正
目標値は半年で約1％向上していることか
ら、５年で約10％向上すると考え、90％
とした。

8

町民課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【基本方針】＜施
策目標＞

ふるさと納税 ふるさと納税の現況値（2024）と目標値
を以下のとおり修正。
現況値　⇒　4億475万円
目標値　⇒　5億1,000万円

実績・見込みを踏まえ修正。

8

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【施策の方向】 ⑶健全な財政運
営の推進

「財産の効率的な運用」及び「企業版ふる
さと納税制度の活用」に関する事項を追
記。

財源確保に関する取り組みとして、基金運
用による利子収入の増加や企業版ふるさ
と納税制度の活用を行っているため。

9

総合政策課

第3部会
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第５次聖籠町総合計画 後期基本計画 変更項目一覧 部会名 第3部会（行財政）

将来像 施策の大綱 施策の方向 項目 見直しを行った内容 見直しの背景・理由 頁 担当課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【施策の方向】 ⑷ デジタル化に
向けた取組

全体的に規定を見直し。 ①国の標準化・共通化を念頭に置くこと。
②ＤＸ推進は、単に職員の意識を高めるだ
けでなく、効果的・効率的な行政サービス
の提供のための手段として捉えることを
明確化。③マイナンバーカード更新が今後
大幅に増加することが見込まれるため、そ
のことを踏まえた記載とした。以上３点に
より修正。

9

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【施策の方向】 ⑸ 広域的な行
政連携の推進

施設の全体量の縮減理由として「老朽化
等」を追加。

現状に即して追記。
10

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【施策の方向】 ⑹人材育成と組
織力の向上

職員の資質向上の方策を追記。 方策を明確化させるもの。
10

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 地方公営企業、
第３セクターの
健全運営

第３セクターの健全運営に関して「指導を
行う」から「必要な支援を行う」に修正。

第３セクターの健全運営の対応について
は、指導に限らず、経営改善・安定化に向
けた支援や補助金支出等を行っているた
め。

10

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 行政事務のデジ
タル化

フロントヤード改革を念頭に置いた内容に
置換。

単に「なんでもオンライン化」するだけでな
く、来庁者対応とその後の処理も含めてデ
ジタル化による利便性向上を図りたいた
め。

10

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 マイナンバー
カードの普及

主要事業名、事業の説明を下記のとおり
修正。
指標名　マイナンバーカードの普及　⇒　マ
イナンバーカードの活用
事業の説明　「マイナンバーカード取得の
ための夜間・休日窓口を定期的に行うとと
もに、」　⇒　「また、マイナンバーカードの
新規取得、更新を促進するため夜間・休日
窓口を定期的に行います。」

マイナンバーカード保有率が80％を超
え、新規取得や普及ではなく、今後は活用
や更新が重要となるため。

11

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 業務システムの
共同化の推進

項目の削除 国主導で標準化・共通化を行うことにな
り、町の施策とは言い難くなったため。 11

総務課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 ふるさと納税促
進事業

ふるさと納税（個人）の事業名を「ふるさと
納税推進事業」に修正。

実施計画に掲載している事業名に合わせ
て修正。 11

総合政策課

第５章持続可能
な行財政運営

Ⅱ将来を見据え
た持続可能な行
財政運営

１　効率的・効果
的な行財政の運
営

【主要事業】 企業版ふるさと
納税推進事業

「企業版ふるさと納税推進事業」を追加。 企業版ふるさと納税制度による寄附額が
全国的に増加してきており、本町において
も本制度を活用した地方創生事業の推進
に取り組んでいるため。

11

総合政策課
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